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 本節では、本研究の対象である EUの概要を説明する。 
 










受諾した西欧諸国による欧州経済協力機構（Organization for European Economic 
Cooperation：OEEC）が設立する。1950年には、フランス、ドイツ、イタリア、ベネルクス
3国によって、ドイツ、フランス国境地帯の石炭、石油の共同化を目指す欧州石炭鉄鋼共同
体（European Coal and Steel Community：ECSC）が発足する。次いで、1958年に欧州経済




1967 年に ECSC の最高機関、EEC と EAEC の委員会が統一され欧州共同体（European 








表 1-1 欧州統合の歴史 
年月日 主要事項 
1946年 9月 19日 ウィンストン・チャーチル、チューリッヒでヨーロッパ合衆国
構想を提唱 
1950年 5月 9日 フランスのロベール・シューマン外相、欧州石炭鉄鋼共同体
（ECSC）の創設を提唱 
1951年 4月 18日 ベルギー、ドイツ連邦共和国、フランス、イタリア、ルクセン
ブルグ、オランダの６カ国、ECSC設立条約（パリ条約）に調印 
1953年 2月 10日 石炭、鉄鉱石、鉄スクラップの共同市場創設 
1953年 5月 1日 鉄鋼の共同市場創設 
1955年 6月 1-2日 欧州経済共同体（EEC）および欧州原子力共同体（EAEC）の創設
を決定 
1957年 3月 25日 EEC設立条約（第１ローマ条約）およびＥＡＥＣ設立条約（第２
ローマ条約）調印。調印国は ECSC加盟６カ国 
1965年 4月 8日 欧州３共同体（ECSC、EEC、EAEC）の理事会および執行機関を統
合する条約（ブリュッセル条約）に調印 
1967年 7月 1日 ブリュッセル条約発効により、単一閣僚理事会、単一委員会（EC
委員会）発足。以後 3共同体は欧州共同体（EC）と総称される。 
1973年 1月 1日 デンマーク、アイルランド、英国が加盟し、ＥＣは正式に９カ
国に拡大。共通通商政策に関して、ＥＣに単独の権限が認めら
れる 
1981年 1月 1日 ギリシアが 10番目の加盟国に 
1986年 1月 1日 スペインとポルトガルが加盟、加盟国は 12カ国に 
1986年 2月 17日、28日 単一欧州議定書、加盟 12カ国政府により調印 
1987年 7月 1日 単一欧州議定書発効 




1990年 6月 19日 第二次シェンゲン協定、ルクセンブルグで調印 
1990年 10月 3日 ドイツ連邦共和国とドイツ民主共和国の間のドイツ統一に関す
る条約発効。５州が新たに ECに加入 
1991年 3月 29日 シェンゲン協定加盟国とポーランド、査証の廃止で合意、1991
年 4月 8日から発効 
1991年 6月 25日 スペインとポルトガル、シェンゲン協定に参加 
1991年 12月 9-10日 マーストリヒト欧州理事会、欧州連合条約草案に合意 
1992年 2月 7日 欧州連合条約（マーストリヒト条約）調印 
1993年 1月 1日 単一市場始動 
1993年 11月 1日 欧州連合条約（マーストリヒト条約）発効により欧州連合（The 
European Union＝EU）創設 
1993年 12月 10-11日 ブリュッセル欧州理事会の主要議題としてEUの経済情勢が討議
される。ドロール委員長が、成長、競争力、雇用に関する白書
を提出 
1995年 1月 1日 オーストリア、フィンランド、スウェーデンが EUに加盟 




1997年 6月 16日、17日 政府間会議、アムステルダムでの首脳会議で新欧州連合条約（ア
ムステルダム条約）に合意 
1997年 10月 2日 アムステルダム条約調印 
1998年 3月 12日 EU加盟国と加盟申請 11カ国による欧州協議会、英国を議長国と
してロンドンで開催 
1998年 3月 31日 チェコ、エストニア、キプロス、ハンガリー、ポーランドおよ
びスロヴェニアとの EU加盟交渉を開始。 
1999年 1月 1日 欧州単一通貨、ユーロが誕生 
1999年 5月 1日 アムステルダム条約発効 
2001年 1月 1日 ギリシア、12番目のユーロ参加国となる 
2002年 1月 1日 ユーロ紙幣・硬貨の流通開始 
2002年 2月 28日 各国通貨とユーロの併用期間が終了。以降、ユーロが参加 EU加
盟国唯一の法定通貨となる 
2003年 2月 1日 ニース条約発効 





2004年 10月 29 日 欧州憲法制定条約調印 
2005年 4月 25日 ブルガリアとルーマニア、EU加盟条約調印 
2005年 10月 3日 トルコ、クロアチアとの EU加盟交渉開始 
2007年 1月 1日 スロヴェニアが 13番目のユーロ参加国となる。ブルガリアとル
ーマニアが EUに加盟、加盟国数が 27になる。 
2007年 12月 13 日 リスボン条約調印 
2007年 12月 21 日 エストニア、チェコ、リトアニア、ハンガリー、ラトヴィア、
マルタ、ポーランド、スロヴァキア、スロヴェニアの９カ国が
新たにシェンゲン圏に加わる 
2008年 1月 1日 キプロス、マルタのユーロ導入をもって、ユーロ圏は 15カ国に
拡大 
2008年 12月 10 日 スウェーデン、リスボン条約を批准。批准国の数は 25となる 
2009年 1月 1日 スロヴァキアのユーロ導入をもって、ユーロ圏は 16カ国に拡大 
2009年 12月 1日 リスボン条約の発効 
2011年 1月 1日 エストニアのユーロ導入をもって、ユーロ圏は 17カ国に拡大 
2013年 7月 1日 クロアチアが EUに加盟、加盟国数が 28になる。 
典拠：駐日欧州連合代表部ウェブサイトに基づき筆者作成
http://www.euinjapan.jp/union/development/history/ （参照 2013-12-10） 
 




























































 本研究の先行研究として、以下の 3つを挙げる。 
 
（1）柿内真紀、園山大祐. “EUの教育政策”. 教育政策と政策評価を問う.日本教育政策
学会, 2005, p.93-101. 
 柿内と園山は、EU の教育政策の動向をめぐる概要と現状を見ることによって、EU の教育
政策の方向性を検討している。EU の教育政策については、統計データを含めて多言語でウ
ェブサイトに公開されており、情報量は膨大である。柿内と園山は、教育・訓練政策のう







 この戦略を受けて、2001 年に「Education & Training」という作業プログラムが決定さ














































































1.5.1  多文化サービス 

























































































1.5.3  移民・マイノリティ 
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p.3. 
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df (2013-06-13 参照) 
2 前掲 1, p. 3. (2013-06-13 参照) 
3 石川真作，新海英史．“EU における共通移民政策と EU 市民権”. 周縁から照射する EU
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11 “欧州連合”. 外務省. http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/data.html (参照
2013-12-10) 
12 アクティブ・シティズンシップについては第 1 章第 3 節の吉田（2010）の先行研究紹介
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包摂的成長（労働市場への参加促進、技能の取得、貧困対策）の 3 つの課題があげられた。 
14 
 




14 詳しくは第 2 章で述べる。 
15 詳しくは本稿 2.2  成人教育分野の政策 Grundtvig（「グルントヴィ」）で述べる。 
16 ここでは、失業者、受刑者、高齢者、障害者のことを指す。 
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18 “LEARNING FOR ACTIVE CITIZENSHIP ”．European Commission．
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計画を中心に”. 生涯教育・図書館情報学研究, 京都大学, 2009, vol.8, p.53. 
20 前掲 19，p.53. 
21 詳しくは本稿第 2 章で述べる。 
22 日本図書館情報学会用語辞典編集委員会編. “多文化サービス”. 図書館情報学用語辞典. 
第 3 版, 丸善出版, 2007, p.148. 
23 “多文化サービスの意義”. IFLA 多文化社会図書館サービス分科会. 
http://archive.ifla.org/VII/s32/pub/s32Raison-jp.pdf, (参照 2013-04-18) 
24 “多文化コミュニティ 図書館サービスのためのガイドライン 第 3 版”. 国際図書館連盟
多文化社会図書館サービス分科会.  
http://www.ifla.org/files/assets/library-services-to-multicultural-populations/publication
s/multicultural-communities-ja.pdf (参照 2013-04-20) 
25 “ユネスコ公共図書館宣言”. 日本図書館協会. 
http://www.jla.or.jp/portals/0/html/yunesuko.htm (参照 2013-040-18) 
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（1）第 1次計画(1995～1999 年) 
 1995 年にスタートしたこの計画は、普通教育に関するプログラムである「ソクラテス
（SOCRATES）」と、職業訓練の分野のプログラムである「レオナルド・ダ・ヴィンチ（「LEONARD 
da VINCI」）」の 2つを軸としている。 
「ソクラテス」の基本理念は生涯学習の促進と、「知のヨーロッパ（a Europe of 
knowledge）」30の構築への援助である。「ソクラテス」は 1995年に 5か年計画としてスター
















ングア（LINGUA）」の 3つの分野に分かれている 35。表 2-1 は各分野の対象と活動内容を表
したものである。 
 
表 2-1 第１次計画における「ソクラテス」の活動内容 
 対象 活動 
「エラスムス」 
 











































































定情報センターを通した EU内の資格相互認定の促進事業「ナリック（National Academic 
Recognition Information Centres ：NARIC）」がある。いずれも、EUの統計機関である
ユーロスタット（EUROSTAT）、ヨーロッパ職業訓練開発研究所（the European Centre for 
the Development of Vocational Training：CEDEFOP）、ヨーロッパ職業訓練財団（European 
Training Foundation： ETF）、欧州評議会、OECD経済協力開発機構（Organisation for 
Economic Co-operation and Development：OECD）、ユネスコ（United Nations Educational, 









































表 2-2第 3次計画の構造  














典拠：European Commission ウェブサイトに基づき筆者作成 
“生涯学習プログラム”. European Commission. 
http://eacea.ec.europa.eu/llp/index_en.php (参照 2013-06-11) 


























































































































“What does Grundtvig offer?”. European Commission. 



























































                                                   
30 園山によると、“a Europe of knowledge”の意味するところは、教育政策の鍵概念とし
て使用されている“European Dimension”同様、地域文化、国民国家の枠を超えた知識（情
報）、モノ、ヒト、の移動の際に起こる摩擦を和らげる知識、技術、能力の育成である。 
園山大祐. “ EU における教育政策の進展―第２次 SOCRATES/LEONARDO 計画の概要―”.












比較教育学会. 1998, p.119-140. 
34 園山によると、「外国語のスキルと情報コミュニケーション技術の開発と普及」が該当す
る。前掲 30), p.592. 
35前掲 32, p190、表 1 参照。 
36 前掲 30, p.595. 
37 当時加盟国は 15 カ国。 
38 柿内真紀・園山大祐 「EU の教育政策」、『日本教育政策年報』第 12 号、2005 年、p.94. 
39 前掲 30, p.592-594. 
40 前掲 30, p.595. 
41 鶴田洋子“グローバル化・地域化・国際化のもとでの生涯学習の意義と課題―欧州連合
の教育訓練政策を中心として―”. グローバリゼーションと社会教育・生涯学習.東洋館出
版社, 2005 年, p. 236. 
42“Lifelong Learning Programme”. European Commission.  
http://eacea.ec.europa.eu/llp/about_llp/about_llp_en.php（参照 2012-12-26） 
43“What does Grundtvig offer?”, European Commission. 
http://ec.europa.eu/education/lifelong-learning-programme/grundtvig_en.htm（参照
2012-12-26）参照。 
44 前掲 43.（参照 2012-12-26） 
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45“How to find partners for Grundtvig actions?”,European Commission. 
http://ec.europa.eu/education/grundtvig/partner_en.htm （参照 2012-12-26） 
46“Planning and implementing your Grundtvig experience”. European Commission. 
http://ec.europa.eu/education/grundtvig/planning_en.htm （参照 2012-12-26） 









































EU非加盟国からの移民の統合に関する加盟国の協力は 1999 年から 2004 年までの行動計
画である「タンペレ計画」から発展してきた。同計画は、EU市民が自由かつ安全に、しか
も法的に守られた状態でEU域内を移動できる領域（自由・安全・司法の領域 49）の実現に向





した庇護に関する共通政策の策定が盛り込まれた 50。タンペレ計画は、その後 2004 年に策
定された「欧州連合における自由、安全及び公正を強化するためのハーグ計画」に引き継
がれることになった。同計画は、2005 年から 2010 年におけるEU内の「自由、安全、公正」
を促進することを目的としている 51。 
 
（2）EUにおける移民の統合政策の共通基本原則 52（The Common Basic Principles for 
Immigrant Integration Policy in the EU、以下CBP） 
2004 年の欧州理事会で移民の統合に関する共通基本原則が採択され、移民の統合の分野




②2003 年 6 月に各加盟国に設置された「統合に関する各国連絡窓口」を強化し、地域レベ
ルでも専門知識や情報交換を促進する 
















CBP 1： 統合は、加盟国のすべての移民と加盟国の市民による双方向のプロセスである 
























（3）共通アジェンダ（The Common Agenda for Integration）55 












表 3-1 CBP 1：移民と住民の双方向プロセス 




















典拠：表 3-1から 3-11は、欧州委員会報告書に基づき筆者作成 
“Communication from the Commission to the Council, the European Parliament, the 
European Economic and Social committee and the Committee of the Regions - A Common 
Agenda for Integration - Framework for the Integration of Third-Country Nationals 



































































































































































































 以下に示す表 3-10、3-11 は CBP10 と CBP11 の政策内容である。CBP10 と CBP11 は、CBP1
から CBP9までの政策の実現へ向けて鍵となる重要な要素である。 
 









































ダは 2005年から 2010年までの期間が設けられ、2011年の欧州アジェンダへと続いていく。 
 
（4）ストックホルム計画 58 

































（5)非加盟国の統合のための欧州協議（The European Agenda for Integration） 
















3.1.2 「統合のためのハンドブック（Handbook on Integration）」 


































図 3-2 「統合ウェブサイト」のトップページ 


























 本節では EU における移民の社会的統合政策の中でも教育分野に関するこれまでの議論に
ついて、EUの報告書を中心に整理する。 
 
























































































                                                   















50 “TAMPERE EUROPEAN COUNCIL 15 AND 16 OCTOBER 1999 PRESIDENCY 
CONCLUSIONS”. European Parliament. 
http://www.europarl.europa.eu/summits/tam_en.htm (2013/09/15 参照) 
51 “総合調査「人口減少社会の外国人問題」”．国立国会図書館．
www.ndl.go.jp/jp/data/publication/document/2008/20080124.pdf （2013/10/04 参照） 
52 “EU action to make integration work”. European Commission. 
http://ec.europa.eu/ewsi/en/EU_actions_integration.cfm（2013/09/15 参照） 
53 欧州委員会はこのために 17 億 7,100 万ユーロの予算を求めている。 
54 “EU actions to make integration work”. European Commission.  
http://ec.europa.eu/ewsi/en/EU_actions_integration.cfm (2013/10/22 参照) 
55“Communication from the Commission to the Council, the European Parliament, the 
European Economic and Social committee and the Committee of the Regions - A 
Common Agenda for Integration - Framework for the Integration of Third-Country 
Nationals in the European Union”. Commission of the European Communities. Brussels, 
2005, 20p. 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=CELEX:52005DC0389:EN:NO
T (2013/10/22 参照) 
56 「基本的権利のための機関（Agency for Fundamental Rights）」は EU の政策機関の一
つで、EU と加盟国における基本的人権に関する様々な問題に対して専門的なアドバイスを
提供する。 





“Network of National Contact Points (NCPs)”. European Commission. 
http://ec.europa.eu/research/participants/portal/page/nationalcontactpoint;efp7_SESSI
ON_ID=WTpQSnRBgtBmSnPfPXSPpn5znqnysdJ1ht5hW8BDKtX29Qj9G0LC!-120798
0626 （2013/10/23 参照） 
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58 “The Stockholm Programme”．Europa．
http://europa.eu/legislation_summaries/human_rights/fundamental_rights_within_euro






60  “Home Affairs-Integration”. European Commission. 
http://ec.europa.eu/dgs/home-affairs/what-we-do/policies/immigration/integration/index
_en.htm （2013/09/15 参照） 
61 “Policies on Immigration and the Social Integration of Migrants in the European 
Community”. Commission of the European Communities. Brussels, 1990，pp21-24. 
http://aei.pitt.edu/1261/1/immigration_policy_SEC_90_1813.pdf(2013/06/13 参照)  
62 “Communication on Immigration, Integration, and Employment”. Commission of the 
European Communities. Brussels,2003, p.19. 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=COM:2003:0336:FIN:EN:PDF 
(2013-06-13 参照) 
63 “Strengthening actions and tools to meet integration challenges – Report to the 2008 
Ministerial Conference on Integration”. EUROPA Press releases. 2008-10-08. 
http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-08-612_en.htm (2013/01/28 参照) 
64 “Education and Training for social inclusion”. European Commission. 2010.40p. 












札の 2 通りの方法で提供される。本節では、EU の資金提供制度についてその種類と受給の
要件について説明する。 
 





しての資金提供を行う。「第三国家からの移民の統合へ向けた欧州基金」（The European Fund 















表 4-1 資金提供元専門機関と補助金の種類 
専門機関 補助金 
内務総局（Directorate General （以下、DG） ・第三国家からの移民の統合へ向けた欧州基
43 
 
Home Affairs） 金（The European Fund for the Integration 
of Third-country nationals） 
・欧州難民基金（The European Refugee Fund） 
司法総局（DG Justice） ・基本的権利と市民権（Fundamental rights 
and citizenship） 








vocational education and training） 
・成人教育のための「グルントヴィ」
（Grundtvig for adult education）  
文化プログラム（Programme Culture）   
市民のための欧州（Europe for Citizens）  
企 業 ・ 産 業 総 局 （ DG Enterprise and 
Industry） 
各補助金がその都度情報を公開する。 
雇用社会総局（DG Employment and Social 
Affairs） 
・欧州社会基金（European Social Fund） 
保健・消費者保護総局（ DG Health and 
Consumer Protection） 
・保健プログラム（Health Programme） 
地域政策総局（DG Regional Policy） ・都市の持続可能な発展のための欧州プログ
ラ ム （ European Programme for Urban 
Sustainable Development） 
研究総局（DG Research） 各補助金がその都度情報を公開する。 
典拠：European Website on Integration ”EU Funding”参照、筆者作成 
http://ec.europa.eu/ewsi/en/funding/publprogtenders.cfm (参照 2013/12/01)  
 
さらに、EU 専門機関による一般競争入札もウェブサイト上にリストがあげられている。


























図 4-1 「言語カフェ」のウェブサイトのトップページ 
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Lingua1 は言語教育や言語学習を行うことで EU における言語の多様性への支援と言語の
教育の構造と仕組みの質の改善を図ろうとするものである。複数の支援対象機関で行われ















































































































































































































































職業斡旋所の活動は、2007 年 8 月 1 日まで図書館サービスの一部だった職業案内が、雇







図 4-2 「コミュニティセンター・ゲレロプ」の参加機関 
典拠：IFLA ウェブサイトに基づき筆者作成 
“What is Community Center Gellerup?”. World Library and Information Congress: 73rd 




























を模索する活動である。プロジェクト期間は 2009 年 5 月 15 日から 2010 年 3 月 31 日で、
公共図書館が多文化交流の機会や異文化間での対話や知識交流の場を提供するなど、移民
サービスの改善を目指す。主な対象は 15歳から 25歳のスウェーデン人及び、移民である。 
ヴェステルボッテン県図書館は、スウェーデンの図書館ネットワークの一部である。県
全体の図書館の発展のために、民主主義、包括性と多様性の強化を目指している。ヴェス
テルボッテンの 3つの病院の図書館ウメオ大学病院図書館（sjukhusbibliotek Alva kultur 
vid Norrlands universitetssjukhus i Umeå）、リクセーレ病院図書館（sjukhusbibliotek 


























































































































2004 年のプロジェクト開始時には 10,890 点の資料がマドリードの図書館に準備され、











2009 年 4 月 2 日、3 日に、マドリードの文化・スポーツ・観光省とビリャ・デ・バリェ
























 ダブリン市立図書館（Dublin City Libraries）のプロジェクトは、2001年にスタートし
た。ダブリン市立図書館による合法移民のための英語学習の制度と枠組みづくりをめざす。 
ダブリン市は、アイルランドの首都で、人口は約 52 万人 93の都市である。ダブリン市で
は、2006年にEUから資金提供を受け、「ダブリン市における地域の社会的統合政策（Cities 


































ウォーターフォード（Waterford）州、国家図書館評議会（the National Library Council）
と連携し、文化的多様性へ向けた会議「公共図書館の役割と文化的多様性(The Role of 










































                                                   
65 “EU Funding”. European Commission. 
http://ec.europa.eu/ewsi/en/funding/publprogtenders.cfm (参照 2013-11-30) 
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68 “European Social Fund”. European Commission. 
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73 “Untold Stories: learning with digital stories”. European Commission. 





75 “About SIU”. SIU. 
http://www.siu.no/eng/Front-Page/Global-menu/About-SIU (参照 2012-10-30) 
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5 事例研究― 「すべての人のための図書館」 






























の来館者数は、2008 年は 162,000 人、2009年は 185,000人である。年間の貸出数は、2008

































 2009 年から 2010年の一年間に利用者に無償で提供されたサービスとして、英語、クルド
語の講座が毎週開かれた。女性のためのコンピュータの講座や、英語、ペルシャ語トルコ









































































る。表 5-1は 2011年のプラハ市立図書館の統計である。 
 
表 5-1プラハ市立図書館統計  
館数 43館(中央＋42分館) 
移動図書館 2台 












 “Library Figures”. Municipal Library of Prague. 
















































そのため、市立図書館は 2009 年 10 月初旬、プロジェクトの一環として移民対象のコンピ
ュータ講座を開始した。この講座には主にウクライナやロシア出身の女性で構成される小





プラハの「外国人社会的統合センター(the Centre for Integration of Foreigners)」
とのパートナーシップでプラハ多文化センターとプラハ市立図書館によって行われた敷居
の低いチェコ語のクラスがある。2010 年 1 月に始まり、この講座はスミーホフ分館でも行


































の外に次に述べる「我が家」（Muj domov）の企画とともに 2010年 5月に企画された。芸術


























それぞれ 20 人が参加した 2つの図書館員のためのワークショップは、2010年 2月に開催
された。参加者はプラハ市立図書館の中央館の職員と移民のコミュニティが生活する地域
の分館の職員だった。題材は「図書館における移民とのコミュニケーションと多文化教育



































































































































































































“okay.zusammen leben regional report”.Library for All. 
http://aa.ecn.cz/img_upload/c6c4a45f33523777ffa714b9a6fc7868/ESME_Final_Repo










































 2009 年夏から、2010 年夏までのプロジェクト期間中、103 人の新規登録者が図書館カー
ドを作った。またプロジェクトのために購入した資料の貸出数は、計 1,196 で、内訳はト
ルコ語資料が 446、英語資料が 463、ボスニア語・クロアチア語・セルビア語資料が計 103、























































































































5.2.2  プラハ市立図書館（チェコ） 
 本項ではプラハ市立図書館における訪問及びインタビュー調査について報告する。 
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ービスの優良実践の内容と、CBP との関連性を見出すことができる。以下では、CBP と第 4
章、第 5 章で紹介した図書館における移民の社会統合へ向けた優良実践の例を照らし合わ
せ、その関連性を検討する。表 6-1は CBP の 11項目の主なポイントを示したものである（詳
細な表は 3.1.1に掲載した）。 
 















典拠：欧州委員会報告書に基づき筆者作成“Communication from the Commission to the 
Council, the European Parliament, the European Economic and Social committee and the 
Committee of the Regions - A Common Agenda for Integration - Framework for the 
Integration of Third-Country Nationals in the European Union”. Commission of the 









































































































図 6-1 CBP と公共図書館サービスの関係図 
 
言語・文化の習得、教育政策、公共・民間サービスの強化、移民と加盟国市民の交流、














 第 1 章では研究の目的や対象、方法等、研究の枠組みを示し、本研究にとって重要とな
る用語の定義について説明した。 




 第 3 章では、EU における移民の社会的統合政策について、これまでの政策の変遷と、現
在の政策方針について明らかにするとともに、移民の社会的統合における教育政策の位置
づけを明らかにした。 












第 6 章では、第 2 章と第 3 章で明らかにした、EU の生涯学習政策と移民の社会的統合へ
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